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医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 の 搬 
の 


安全 保障 関連 法案 の 慎重 審議 を 求め る 意見 書 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








久 慈 


市 
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【 件 
































まま で ある 。 


償 居 払い は 、 


額 を 超え た 分 








し て る 。 





県 は 、 医 療 費 助成 沸 
年 8 月 より 現物 給 


が 後日 


平成 27 年 9 月 17 日 
出 先 】 岩手 県 知事 
名 】 医療 費 助 成 制 度 に つい て 現物 給付 の 導入 を 求め る 意見 書 





医療 機関 を 受診 し た 際 に 窓 
払い 戻さ れる 。 
担 上 限 額 まで の 支払 いで 済み 、 

















に つなげ る こと が で きる 。 



















































































] 度 の 給付 方 法 に つい て 、 
け を 導入 する 方 針 と し て いる が 、 














就学 前 児童 及び 妊産婦 
その 他 の 助成 制度 対象 者 は 償 j 
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一 方 の 給付 方 法 で ある 現物 給付 は 、 医 























東北 で は 秋 











に つ し 

















法定 の 一 部 負担 金 を 支払 
療 
県 や 山形 県 は 全て の 制度 


























患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 
上 の 支払 い が 不 要 な こと で ある 。 その た め 安 心して 受 





























る 診 








の 医療 費 を 用 意 











し て お ! 


ヽ て は 平成 28 
払い の 














い 、 負 担 上 限 
機関 窓口 に お 
で 現物 給付 を 

















け ナ ば 、 そ れ 以 

















で き 、 傷 病 の 早期 発 


っ て 診 で 









































・ 早 期 治療 
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また 、 償 選 を 受け る た め に 必要 な 医療 費 助 成 給 付 申請 書 の 手続 き が 不要 。 市 町 村 に と っ 
て は 、 償 居 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 。 医 療 機 関 に と っ て は 、 医 療 費 助成 給付 申 
請書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で ある 。 

以上 の 点 か ら 、 岩 手 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よ 
NO 

記 
1 県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 と する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 












































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 27 年 9 月 17 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


総務 大 臣 
【 件 名 】 医療 費 助成 制度 に お ける 現物 給付 導入 に 係る 国庫 負担 金 削減 の 撤廃 を 求め 
る 意見 書 











地方 自治 体 が 行っ て いる 医療 費 助 成 制度 に つい て 、 そ の 給付 方 法 の 一 つ で ある 現物 給付 
は 、 医 療 機 関 穴 に お いて 負担 上 限 ま で の 支払 いで 済む 方 法 で ある 。 
患者 に と っ て 現物 給付 の メリ ッ ト は 、 負 担 上 限 額 分 の 医療 費 を 用 意 し て お け ば 、 そ れ 以 
上 の 支払 い が 不 要 で ある た め 安 心して 受診 で き 、 傷 病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に つなげ る こ 
と が で きる 。 
また 、 一 方 の 給付 方 法 で ある 償還 払い の 際 に 必要 と な る 医療 費 助 成 給 付 申 請書 の 手続 き 
が 不要 。 市 町 村 に と っ て は 、 償 還 に 係る 事務 作業 や 振込 手数 料 が 不要 。 医 療 機 関 に と っ て 
は 、 医 療 費 助成 給付 申請 書 の 確認 と レセ プ ト へ の 貼付 が 不要 で ある 。 
し か し 現物 給付 を 導入 すれ ば 、 ペ ナル ティ と し て 国 か ら の 交付 金 等 が 減額 され て し まう 
も の で ある 。 
医療 費 助成 制度 は 、 乳幼児 、 妊産婦 、 重 度 心身 障がい 者 、 ひ と り 親 家庭 の 方 々 に と っ て 、 
安心 し て 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 を する こと が で きる 必要 な 制度 で あり 、 住 民 の 健康 の 
た め に 愚者 負担 を 軽減 し て いる 自治 体 に 対 し て ベ ナ ル ティ を 課す こと は 遺 憎 で ある 。 
以上 の 点 か ら 、 国 に お か れ ま し て は 、 住 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 を する よ う 要 望 する 。 
記 
1 国 は 医療 費 助 成 制 度 で 現物 給付 を 導入 し て いる 自治 体 に 対す る 国民 健康 保険 に 係る 国 
庫 負 担 金 の 減額 措置 を 行わ な いこ と 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 


防衛 大 臣 


【 件 名 】 安 全 保障 関連 法案 の 慎重 審議 を 求め る 意見 書 























住田 町 議会 は 、 平成 2 6 年 9 月 議会 に お いて 、「 
の 変更 を 行わ な いよ う 求 め る 意見 書 」 を 採択 し 、 関 係 機関 に 意見 書 























取り 巻く 世界 情勢 が 大 きく 変わ りつ つ あ る 中 














集団 的 自衛 権 の 
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で あり 、 国 民 的 論議 を 深め な が ら 進 め る べき で あ 
































し か し な が ら 、 政 府 は 、 武 力 攻撃 事態 法 や 自衛 
する 「 平 和 安 全 法制 整備 法案 」 と 、 多 国籍 軍 な ど へ の 後方 支援 を 随時 可能 と する 新法 「 国 
際 平 和 支 援 法案 」 を 今 国会 に 提出 し 、 審 議 を し て いる 。 
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る 。 

















T 使 を 容認 する 憲法 解釈 


を 提出 し た 。 


隊 法 、P KO 法 な ど 1 0 法案 を 一 括 改 正 





局 の 安全 保障 、 そ の あり 方 は 最 重 要 事 項 





原 























この こと は 、 歴 代 政 権 が 、 こ れ ま で 憲法 第 9 条 の 下 で は 許さ れ な いと し て きた こと を 大 
きく 転換 する も の で あり 、 国 民 へ の 丁 社 な 説明 が な いま ま 法 改正 を 強行 し よう と する 政府 











の 姿勢 は 、 と う て い 容認 で きる も の で は な い 。 
また 、 上 記 の 法案 に つい て は 、 各 種 世 論調 査 に 

















不 十分 で ある と し て お り 、 衆 議院 憲法 審査 会 に お いて も 、 参 考 人 3 人 の 憲 
集団 的 自衛 権 の 行使 容認 する 解釈 は 憲法 違反 と の 認識 が 示さ れ た と ころ で ある 。 
以上 の こと か ら 、 政 府 に は 、 国 民 に 対し 十分 な 説明 を する と と も に 、 立 憲 ヨ 



































た 国民 的 な 合意 を 得る 必要 が ある こと か ら 、 日 本 















































より 、 い まだ 国民 の 多く は 政府 の 説明 が 






































学者 全員 か ら 














E 義 を 踏ま え 





選民 の 将来 に と っ て 最善 の 選択 が 導 か れ 


る よう 、 今 国会 に お いて 慎重 か つ 十 分 な 審議 を 尽く すこ と を 求め る も の で ある 。 




















以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 




















を 提出 する 。 








